
 

 

 

 

タイ |  Tax & Legal |  2020 年 7 月 

 

 

 

 

関税アラート・タイ 
自由貿易協定（FTA）特権の使用に関する更新情報 

 

※本ニュースレターは、英文ニュースレターの要約翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 

 

主な内容 

 

 FTA とは、タイと他の FTA 諸国の間で輸送される物品に対して企業が輸入関税

を減額あるいは無税という合意で、タイは多くの国と FTA を結んでいます  

 タイの輸出業者による FTA特権の使用に関しては、外国貿易局（DFT）の注

目が高まっているようです 

 海外の税関当局からの FTA輸入後原産地証明の検認に関する照会が増えて

いると当社のチームは見ています 

 輸出業者による製品の原産資格が疑わしい場合、又は輸出国の当局による証

明方法が疑わしい場合、仕向国の税関当局は輸入後の原産地確認を要請で

きます 

 法令順守の疑義が検知されると、関税特権の資格を失う可能性があり、DFT

が制裁を課して、タイの輸出業者（監視リストに載せられるなど）と仕向国の顧
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客（FTA で輸入した物品に対する関税や罰金の遡及的徴収など）の双方に影

響が及びます 

 FTA 適用時のこのようなリスクを低減するため、タイの輸出業者は FTA適用の

条件を全て満たしているか内部でチェックし、制裁を回避する必要があります。原

産地証明書に不正確な情報や（更新されていない）標準的な情報が記載さ

れていると、仕向国の税関当局がこの原産地証明書に異議を唱える可能性が

出てきます 

 また、常に FTA 適用を満たしている製品にのみ確実に原産地証明書を取得する

には、企業は適切な記録手段を設定し、輸出した製品の実際の費用情報を追

跡する必要があります 

 

 

当社にできること 

 

デロイトの関税＆国際貿易顧問チームは、検認前及び検認後双方のプロセスに対して

貴社を支援いたします。当社では以下のようなサービスを提供しています。 

 

- 貴社製品の FTA の要件を満たすか否かの詳細なレビュー  

- FTA 検認前の原産地承認申請のサポート  

- 輸入後の原産地証明プロセスでのデータ及び書類準備の支援 

- DFT 及び税関当局との対応支援  

- FTA 準拠のガイダン及び内部 SOP の設定（トレーニングを含む） 
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